
平成２１年３月５日 

支払業務一元化の検証概要 

Ⅰ．一元化開始     

１．平成１９年４月 

物件費（運営費交付金）・施設費 

２．平成１９年１０月 

人件費（運営費交付金、寄附金、受託研究費、共同研究費） 

３．平成２０年４月 

物件費（科学研究費補助金、寄附金、受託研究費、共同研究費） 

日本スポーツ振興センタ－災害給付金、外国人留学生医療費補助金等 

Ⅱ．一元化後の本部業務 

１．支払業務（各高専の支払確定後の支払い） 

（１）金融機関への支払手続き 

（２）振込明細表や領収書等の保管 

（３）債務者への支払通知書等支払情報の提供 

２．支払資金管理業務 

（１）支払予定額の集計、支払資金の調整 

（２）預金の管理 

Ⅲ．本部管理課における実施状況 

１．支払件数（１９年度）  約２４６，０００件 

２．支払総額        約８９０億円 

Ⅳ．検証結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①業務等削減・・ 各高専のすべての資金の支払い及び支払資金管理の本部一元化に

より各高専の支払業務が全体で約２９％、機構本部を含む法人全体

で約２３％の業務削減を達成。また、各高専の所要担当者数は全体

で約１２人の減、本部担当者数２人の増、法人全体で約１０人相当

の減員を達成。 

②経費等節減・・ 初期導入等経費は約１千１百万円、一方、支払資金管理の本部一

元化による銀行振込手数料単価の引き下げや支払業務一元化によ

る名寄せ効果による振込手数料約１千３百万円（１７年度との対比

５０％減）の削減を達成。また、外部資金（寄附金、科学研究費補

助金等）や運営費交付金等の支払資金管理の本部一元化により年間

約１千５百万円の利息収入を確保。 

③今後の課題・・機構本部と各高専との業務分担の明確化の推進及び連携体制の更な

る強化。 

④総合的所見・・効率化、合理化等が推進され、業務改善・経費節減に大きく貢献。


